
 



第９号議案 

令和６年度藤枝市水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和６年度藤枝市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

  

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給 水 件 数                      ６０，２６０ 件 

（２） 年 間 総 給 水 量                      １６，１２４千  

（３） 一 日 平 均 給 水 量                      ４４，１７６  

（４） 主要な建設改良事業 

   ア 配 水 管 布 設 費                     ６５７，８７４千円 

   イ 水源施設改良事業費                    ４８２，１６１千円 

   ウ 固 定 資 産 購 入 費                      １４，００３千円 

    

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収  入 

第１款 水道事業収益        ２，４４８，０００千円 

第１項 営 業 収 益        ２，２９９，６５０千円 

第２項 

   

営 業 外 収 益 

 

         １４８，３５０千円 

         

                   

支  出 

第１款 水道事業費用              ２，２５０，０００千円 

第１項 営 業 費 用        ２，１４２，１２４千円 

第２項 営 業 外 費 用          １０２，８７６千円 

第３項 予 備 費            ５，０００千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額 

が資本的支出額に対して不足する額１，０４０，０００千円は、当年度消費

税及び地方消費税資本的収支調整額８８，２７１千円、建設改良積立金２４

３，０００千円、過年度分損益勘定留保資金４２６千円及び当年度分損益勘

定留保資金７０８，３０３千円で補塡するものとする。）。
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収  入  

第１款 資 本 的 収 入 ６０７，０００千円 

第１項 企 業 債 ４９４，７００千円 

第２項 工 事 負 担 金 ５２，６４３千円 

第３項 補 助 金 ５９，６５７千円 

 

支  出 

 

 

第１款 資 本 的 支 出 １，６４７，０００千円 

第１項 建 設 改 良 費 １，１５４，０３８千円 

第２項 企 業 債 償 還 金 ４９１，９６２千円 

第３項 予 備 費 １，０００千円 

   

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとお

りと定める。 

 

事  項 期 間 限 度 額 

西 高 橋 水 管 橋（ 東 部 幹 線 ）配 水

本 管 布 設 替 工 事  
令和7年度 

千円 

 

90,150 

西 高 橋 水 管 橋（ 東 部 幹 線 ）配 水

本 管 布 設 替 工 事 （ 交 付 金 対 象

外 ）  

令和7年度 

千円 

 

102,600 

公 用 車 更 新 （ 給 水 車 ） １ 台  令和7年度 

千円 

 

17,102 

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお 

 りと定める。 
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起債の目的 限 度 額 起債の方法 利    率 償 還 の 方 法        

建設改良費 

千円 

 

 

 

 

 

 

494,700 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

 

 

 

公的資金 

指定利率 

 

その他 

 ５．０％以内 

 

 ただし、利率見

直し方式で借入

れる資金につい

て、利率の見直し

を行った後にお

いては、当該見直

し後の利率によ

る。 
 

 

公的資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合は、そ

の債権者との協議

による。 

 

 ただし、企業財

政の都合により償

還期限を短縮し、

若 し く は 繰 上 償

還、又は低利に借

換えることができ

る。 

 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 

（１）消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における、営業費用と営業外

費用の間の流用 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金 

 額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会 

 の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                 ２０３，４６０千円 

 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、８６，２８９千円と定める。  

 

   令和６年２月１９日提出 

 

                 藤枝市長    北 村 正 平 
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（単位：千円）

予 定 額 備  考

　

受 取 利 息

及 び 配 当 金

3 他 会 計 負 担 金 1,498

2

営 業 収 益1

水 道 事 業 収 益

受 託 工 事 収 益

その他営業収益

営 業 外 収 益

2,299,650

収　　　　　入

款

令和６年度藤枝市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項 目

1 2,448,000

加 入 金

3

2,213,561

48,581

給 水 収 益

37,508

1

2 19,361

2

4401

148,350

6 国庫県費補助金 641

雑 収 益

122,619

5

4 長期前受金戻入

3,791
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（単位：千円）

予 定 額 備  考

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

102,8762

5,000

3

営 業 外 費 用

40,000

予 備 費

予 備 費 5,000

59,562

100その他営業費用

2,250,000

2,142,124

677,029

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

1 844,519原水及び浄水費

1

1

支　　　　　出

項 目款

61,8253

総 係 費 172,973

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

1

31,371

5

6

7

2

4

354,307配水及び給水費

受 託 工 事 費

2

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

雑 支 出

1

3,314
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（単位：千円）

予 定 額 備  考

　

59,657

1

3

2

資 本 的 収 入1

工 事 負 担 金

607,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

目

収　　　　　入

項款

企 業 債1

1 工 事 負 担 金

494,700

52,643

国庫県費補助金

52,643

494,700企 業 債1

補 助 金

59,657
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（単位：千円）

予 定 額 備 考

水 源 施 設

改 良 事 業 費

1 予 備 費 1,000

款

1 資 本 的 支 出

目

支　　　　　出

項

1

1

建 設 改 良 費1

491,962

2

企 業 債 償 還 金

配 水 管 布 設 費

1,000

1,647,000

1,154,038

657,874

482,161

14,003

491,962

固定資産購入費

予 備 費

2

企 業 債 償 還 金

3

3
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 138,779

減価償却費 677,029

固定資産除却費 31,271

貸倒引当金の増減額(△は減少) 300

賞与引当金の増減額(△は減少) 1,069

長期前受金戻入額 △ 122,619

受取利息及び受取配当金 △ 440

支払利息 59,562

未収金の増減額(△は増加) 1,051

未払金の増減額(△は減少) △ 5,425

たな卸資産の増減額(△は増加) 100

780,677

利息及び配当金の受取額 440

利息の支払額 △ 59,562

721,555

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,069,922

県費補助金による収入 102,500

工事負担金による収入 51,400

△ 916,022

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 494,700

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 491,962

2,738

4 資金増減額(△は減少) △ 191,729

5 資金期首残高 2,401,050

6 資金期末残高 2,209,321

財務活動によるキャッシュ・フロー

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

令和６年度藤枝市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

小計

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
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 １   総   括

（単位：千円）

※注1　<>は、会計年度任用職員数（パートタイム）の外書き
※注2　()は、再任用短時間勤務職員数の外書き

（単位：千円）

給　 与　 費　 明　 細　 書

<->
(-)

(1)

100,489 

203,460 

－  損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

98,595 68,397 

－  －  

113,392 

損益勘定支弁職員

1,256 

区       分
給 与 費

前

年

度

比

較

特別職(人)

160,675 

72,339 

本

年

度

－  

2 

<->

- 

－  

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

△1,894 8,211 (△2)

28,150 

(△2)

職   員   数

一般職(人)

法 定
福 利 費

計給 料

－  
<6>

(-)
6 

職員手当

166,992 
22 

25,032 

43,922 

(1)
16 

25,000 18,922 

73,595 49,475 

9,916 

26,552 

<->

<6>

<6>

勤 勉 手 当

22,283 18,867 

80 

11,640 

19,133 

2,720 

2,680 

2,760 

扶 養 手 当

合　計

地 域 手 当

前 年 度 12,000 

合　計

－  

－  

(-)

8,422 

比 較 180 

区 分 期 末 手 当 通 勤 手 当

退 職 手 当

前 年 度

比 較

10 

休 日 勤 務 手 当

1,816 

管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当

1,154 214 

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

比 較 －  

本 年 度

100 

－  －  

区 分

本 年 度

20,467 14,084 

4,783 

100 

夜 間 勤 務 手 当

－  

3,099 

2,885 

区 分

本 年 度

2,540 

－  

前 年 度 －  －  

－  

△3,150 △211 

41,053 

－  

36,468 

<->

2 

合　計

－  
<6>

20 

6 

－  

(3) 60,186 

<->

－  

資本勘定支弁職員

14 
(3)

47,283 

36,010 

10,978 

－  

△3,361 －  

特 殊 勤 務 手 当時間外勤務手当

△4,423 △1,062 

－  

△ 360 

9,678 1,520 

合 計そ の 他

－  6,775 

2,726 

3,880 

6,317 458 

2,390 

2,046 

53,838 

149,622 

58,261 

196,685 

123,070 

－  －  

－  

648 －  

648 

11,198 

児 童 手 当

138,424 

－  

344 

－  

住 居 手 当

10 

管 理 職 手 当
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２   給料及び職員手当の増減額の明細

平均給料月額 平均給料月額
×改定率 給与改定率
×職員数 職員数
×12月

本年度支給額が 本年度支給額が
前年度支給額を 前年度支給額を
上回る職員の数 上回る職員の数
　×平均増加額
　　×12月 平均増加額

期末手当 2.40月 → 2.45月
改定分

勤勉手当 2.00月 → 2.05月

はね返り分

職員の変動等

児童手当

△515千円

1,313千円

4,312千円

住居手当 1,154千円

期末手当

勤勉手当

時間外勤務手当

△1千円休日勤務手当

344千円

通勤手当

区　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　　　　考

千円 千円

昇給に伴う

増 加 分
1,847 

△1,894 

その他の
増 減 分

△4,803 

給与改定に

伴う増減分
1,062 

　職員の変動等

給与改定に

伴う増減分
965 

620千円

勤勉手当

345千円

155千円

給　料

1千円

22人

310千円

地域手当 28千円

期末手当 193千円

302,484円
1.33%

14人

10,989円

職員手当 8,018 

その他の

増 減 分
7,053 

扶養手当 180千円

地域手当 52千円

214千円

310千円

161千円

休日勤務手当

時間外勤務手当
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 ３　給料及び職員手当の状況

　(１)　職員一人当たりの給与

　(２)　初　任　給

大 学 卒

一般行政職
一般行政職

円 円

高 校 卒 176,100

区 分

166,600

国の制度

202,400 196,200

340,836

平均年齢（歳・月）

38.56

302,668

一 般 行 政 職

306,747

349,294

38.54

区　　　　　　　　分

令和5年1月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳・月）

令和6年1月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）
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　(３)　級　別　職　員　数

　（級別の基準となる職務）

令和5年1月1日現在

主 任 主 査

3　　級

令和6年1月1日現在

19  100.0  

8 級 －  －  

7 級 1  5.3  

6 級

5 級 1  

3 級

3  15.8  

4　　級

15.8  

5.3  

5 級 3  15.8  

4 級 1  

計

3 級 3  

計 19  100.0  

2 級 2  10.5  

1 級 6  31.5  

8 級 －  －  

7 級 1  5.3  

6 級 5  26.3  

2  

31.6  

10.5  

5.3  

－  

6  

区　　　分
行（一）　一般行政職

級 職員数(人) 構成比(％)

1 級 4  21.0  

4 級 －  

2 級

一 般 行 政 職
主 事 ・ 主 事 補
技 師 ・ 技 師 補

主 任 主 事
主 任 技 師

主 査

区 分 1　　級 2　　級

部 長一 般 行 政 職 係 長 主 幹

区 分 5　　級 6　　級 7　　級 8　　級

課 長
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　(４)　昇　給

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

（人）

（人）

（人）

（人）

※注1　昇給に係る職員数には、本年度支給額が昨年度支給額を上回る職員の数を掲載した。

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

（人）

（人）

（人）

（人）

※注2　昇給に係る職員数には、当該年度支給額が前年度支給額を上回る職員の数を掲載した。

6号給

本
　
　
　
　
年
　
　
　
　
度

号給数別内訳

2号給

4号給

8号給

 比　　較 （Ｂ）/（Ａ）

区　　　　　分

（Ａ） 職　　員　　数
人

合　　計

95.0     

区　　　　　分

前
　
　
　
　
年
　
　
　
　
度

 職　　員　　数 （Ａ）

8号給

 比　　較 （Ｂ）/（Ａ）
％

号給数別内訳

2号給

6号給 －     

4号給 18     

－     

14     

22     

人

合　　計

％

－     

1     

－     

63.6     

13     

19     

13     

1     

人

％

63.6     

20     20     

1     

％

95.0     

－     

－     

一般行政職

一般行政職

　

－     

1     

19     

18     

人

22     

14     
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(５)　期末手当・勤勉手当 (６)　地域手当

(７)　定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

(８)　特殊勤務手当

(９)　その他の手当

(1.150) (2.300)

(1.175)

代表的な特殊勤務手当の名称 －

2.200 2.200 4.400

(2.350)

有 同　上

有

（％） －

支給対象職員の比率（令和6年1月1日現在） （％）

前 年 度

給料総額に対する比率

支給期別支給率

2.250

6月
（月分）

12月
（月分）

47.70900

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

区　　分

本 年 度 24.58688

20年勤続の者
（月分）

33.27075

(1.150)

一 般 会 計
と 同 じ

47.70900

47.70900

区　　分 差　　異　　の　　内　　容一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

24.58688

国の制度
（支給率等）

24.58688

同　　上33.27075 47.70900

定年前早期退職
特例措置
2％～45％加算

47.70900

区　　　　　　分 全 職 種

支給対象地域

区　　分
支給率計
（月分）

備 考

2.250 2.250 4.500

職制上の段
階、職務の
級等による
加算措置

4.5002.250
本 年 度

(1.175) (1.175) (2.350)

前 年 度

有

全 地 域

支  給  率 3.0％ 

備考
最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

一般会計
と 同 じ

支 給 対 象
職　 員　 数

22人 

国の指定基準
に基づく支給率

3.0％ 

※注　（　　）は、再任用職員の標準的な支給率

国の制度
(1.175)

通 勤 手 当 同

33.27075 47.70900

住 居 手 当 同

扶 養 手 当 同

－
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1 .

(1) 給 水 収 益 2,031,163

(2) 受 託 工 事 収 益 45,689

(3) そ の 他 営 業 収 益 37,280 2,114,132

２ .

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 794,379

(2) 配 水 及 び 給 水 費 323,436

(3) 受 託 工 事 費 53,816

(4) 総 係 費 157,613

(5) 減 価 償 却 費 675,677

(6) 資 産 減 耗 費 30,800

(7) そ の 他 営 業 費 用 100 2,035,821

　 78,311

３ .

(1) 受取利息及び配当金 420

(2) 加 入 金 22,246

(3) 他 会 計 負 担 金 1,684

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 121,095

(5) 雑 収 益 3,547

(6) 国 庫 県 費 補 助 金 902 149,894

４ .

65,656

(2) 雑 支 出 7,417 73,073

５ .

(1) 予 備 費 4,545 4,545 72,276

150,587

150,587

552

424,000

　 575,139

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 外 費 用

当 年 度 純 利 益

支 払 利 息 及 び
企 業 債取 扱い 諸費

予 備 費

経 常 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

令和５年度藤枝市水道事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益

(1)

営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益
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イ 908,330

ロ 655,968

△ 360,285 295,683

ハ 31,078,710

△ 14,464,277 16,614,433

ニ 2,765,109

△ 1,732,235 1,032,874

ホ 27,230

△ 24,563 2,667

ヘ 95,900

△ 66,622 29,278

ト 310,037

19,193,302

イ 2,939

2,939

19,196,241

2,401,050

310,401

△ 2,700 307,701

38,746

2,747,497

21,943,738

(1)

令和５年度藤枝市水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

1 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

(2) 無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

(3) 貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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5,887,285

　 5,887,285

491,960

430,845

イ 13,141

13,141

87,459

1,023,405

イ 812,316

△ 462,868 349,448

ロ 102,756

△ 84,676 18,080

ハ 4,643,414

△ 2,834,974 1,808,440

ニ 150,262

△ 59,095 91,167

ホ 1,020,514

△ 211,261 809,253

ヘ 10,453

△ 439 10,014

3,086,402

3,086,402

9,997,092

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

（単位：千円）

(1) 企 業 債

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

(4) その他流動負債

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

県 費 補 助 金

収 益 化 累 計 額

他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

長期前受金合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

－ 436 －



9,229,194

9,229,194

イ 8,313

8,313

イ 14,000

ロ 2,120,000

ハ 575,139

2,709,139

2,717,452

11,946,646

　 21,943,738

資　　本　　の　　部

6 資 本 金

(1) 資 本 金

（単位：千円）

資本 金合計

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
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イ 908,330

ロ 655,968

△ 370,788 285,180

ハ 31,672,867

△ 15,089,009 16,583,858

ニ 3,067,902

△ 1,769,712 1,298,190

ホ 27,230

△ 25,030 2,200

ヘ 107,510

△ 70,472 37,038

ト 426,764

19,541,560

イ 2,939

2,939

19,544,499

2,209,321

267,750

△ 3,000 264,750

38,646

2,512,717

22,057,216

固 定 資 産 合 計

有形固定資産合計

貸 倒 引 当 金

(1)

(2)

建 物

(2)

2 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

令和６年度藤枝市水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資　　産　　の　　部

土 地

(1)

1

（単位：千円）

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

貯 蔵 品

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

建 設 仮 勘 定

車 両 運 搬 具

現 金 預 金

資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

(3)
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5,884,464

　 5,884,464

497,518

422,265

イ 14,210

14,210

87,459

1,021,452

イ 812,316

△ 478,373 333,943

ロ 102,756

△ 85,479 17,277

ハ 4,691,272

△ 2,917,026 1,774,246

ニ 150,262

△ 62,076 88,186

ホ 1,074,748

△ 232,408 842,340

ヘ 10,453

△ 570 9,883

3,065,875

3,065,875

9,971,791

県 費 補 助 金

長期前受金合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

企 業 債

(2) 未 払 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

(3) 引 当 金

賞 与 引 当 金

(4) その他流動負債

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

5 繰 延 収 益

企 業 債

(1) 長 期 前 受 金

4 流 動 負 債

(1)

固 定 負 債 合 計

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

(1)

（単位：千円）
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9,229,194

9,229,194

イ 8,313

8,313

イ 14,000

ロ 1,877,000

ハ 956,918

2,847,918

2,856,231

12,085,425

　 22,057,216

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

6 資 本 金

(1)

資本 金合計

(2)

利 益 剰 余 金 合 計

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

建 設 改 良 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

資　　本　　の　　部

（単位：千円）
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注記  

１  重要な会計方針  

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法  

  貯蔵品  先入先出法による原価法  

（２）固定資産の減価償却の方法  

有形固定資産  

・減価償却の方法  

定額法（ただし、水道事業の取替資産については取替法による。）  

  ・主な耐用年数      

建物          １５～５０年  

構築物         １０～６０年  

機械及び装置     １０～１５年  

車両運搬具      ４～５年  

器具及び備品     ３～１５年  

（３）引当金の計上方法  

ア  退職給付引当金  

    職員の退職手当は、一般会計との協議により、その全部を一般会計が負

担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。  

イ  賞与引当金及び法定福利費引当金  

    職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備える

ため、年度末における支給見込額に基づき、各年度の負担に属する額を計

上している。  

ウ  貸倒引当金  

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能

見込額を計上している。  

 

（４）消費税及び地方消費税の会計処理  

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。  
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２  予定貸借対照表等関連  

（１）引当金の取崩し  

ア  賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し  

   令和５年度において、期末手当及び勤勉手当３２，８４０千円、これに

係る法定福利費を支出することとなったため、賞与引当金１３，７２６千

円を取り崩した。令和６年度において、期末手当及び勤勉手当３５，５０

０千円、これに係る法定福利費を支出することとなったため、賞与引当金

１３，１４１千円を取り崩した。  

  イ  貸倒引当金の取崩し  

    令和５年度において、不納欠損処分３，０００千円を行うこととなった

ため、貸倒引当金３，０００千円を取り崩した。令和６年度において、不

納欠損処分２，７００千円を行うこととなったため、貸倒引当金２，７０

０千円を取り崩した。  

 

３  減損損失  

（１）グルーピングの方法  

水道事業に使用している固定資産については、水道水の製造から販売まで

すべての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、

全体を１つの資産グループとしている。ただし、遊休資産については、個々

の物件単位で別区分としている。  

（２）減損の兆候について  

各年度において、以下の資産について減損の兆候を確認した。  

区分  種類  所在地  

遊休資産  

土地、建物  ア  谷稲葉配水池跡地 (谷稲葉地内 ) 

土地、建物  イ  下大沢配水池跡地 (西方地内 ) 

土地、建物  ウ  唐沢水源地跡地 (岡部町岡部地内 ) 

土地、建物  エ  第１配水池跡地 (岡部町岡部地内 ) 

土地、建物  オ  第２配水池跡地 (岡部町内谷地内 ) 

土地  カ  村良水源用地 (岡部町村良地内 ) 

   なお、アからカの資産は、回収可能価額が帳簿価格を上回るため、減損損

失を認識しない。回収可能価額は、固定資産評価額を参考としている。  

 

－ 442 －



４  リース契約により使用する固定資産  

（１）リース会計に係る特例措置  

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっている。  

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額  

   １年内    ５，０６５，５３３円  

   １年超            ０円  

    計     ５，０６５，５３３円  
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　収　　入

1 水 道 事 業 収 益

1 営 業 収 益

1 給 水 収 益

2 受 託 工 事 収 益

3 そ の 他 営 業 収 益

2 営 業 外 収 益

1 受 取 利 息 及 び 配 当 金

2 加 入 金

3 他 会 計 負 担 金

4 長 期 前 受 金 戻 入

目

令和６年度藤枝市水道事業会計収入支出明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項
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（単位：千円）

予　定　額 説　       　　　　                     明

2,448,000

2,299,650

2,213,561

基本料金　　　                     　919,182千円

従量料金　　　　　

（１０㎥超～２５㎥）　　　　　　 　　674,219千円

（２５㎥超～５０㎥）　　　　 　　　　270,070千円

（５０㎥超～１００㎥）　　　　    　 　73,962千円

（１００㎥超）　　　　　　　　　　　　 276,128千円

    (上記のうち、消費税201,233千円）　

48,581

修 繕 工 事 収 入 1,455 消火栓修繕工事負担金

受 託 工 事 収 入 47,126 公共事業に伴う給配水管移設工事費負担金

37,508

材 料 売 却 収 益 110 配水工事用材料売却収益

手 数 料 3,387 証明、督促、設計審査、指定手数料

雑 収 益 34,011 下水道使用料徴収事務費負担金

148,350

440

預 金 利 息 440 大口定期預金利息

19,361

加 入 金 19,361 水道使用加入金

1,498

他 会 計 負 担 金 1,498 児童手当

122,619

償却資産取得等の財源に充当した補助金、工事

負担金等の収益化分

2,213,561

節

水 道 料 金

122,619長 期 前 受 金 戻 入

－ 445 －



5 雑 収 益

6 国 庫 県 費 補 助 金

款 項 目

－ 446 －



（単位：千円）

予　定　額 説　       　　　　                     明

3,791

弁 償 金 1

そ の 他 雑 収 益 3,790 ボトル水売却収益等

641

県 費 補 助 金 641 地震・津波対策等減災交付金

節

－ 447 －



　支　　出

1 水 道 事 業 費 用

1 営 業 費 用

1 原 水 及 び 浄 水 費

2 配 水 及 び 給 水 費

款 項 目

－ 448 －



（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

2,250,000

2,142,124

844,519

給 料 13,500 職員給

職 員 手 当 等 7,440 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 2,042 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 3,982 共済費

旅 費 85 普通旅費

備 消 品 費 1,050 水道施設維持管理用備消耗品等

燃 料 費 3,917 発電機用燃料等

光 熱 水 費 2,310 水道施設電灯料

通 信 運 搬 費 3,698 専用回線使用料等

委 託 料 142,309 水道施設維持管理業務委託等

手 数 料 19,135 水質検査手数料等

賃 借 料 762 非常用発電機運搬車両借上料等

修 繕 費 68,785 水道施設修繕費等

動 力 費 158,400 電力使用料

薬 品 費 3,845 次亜塩素酸ナトリウム等

負 担 金 53 水道技術者研修会負担金等

保 険 料 336 市有物件災害共済保険料

受 水 費 412,856 大井川広域水道企業団水道料

雑 費 14 重量税

354,307

給 料 38,195 職員給・会計年度任用職員給

職 員 手 当 等 19,352 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 4,082 翌年度分期末・勤勉手当等

－ 449 －



3 受 託 工 事 費

款 目項

－ 450 －



（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

法 定 福 利 費 13,115 共済費等

旅 費 136 普通旅費

備 消 品 費 576 給配水設備維持管理用備消耗品等

燃 料 費 18 発電機用燃料

印 刷 製 本 費 40 給水申込書印刷代等

通 信 運 搬 費 109 専用回線使用料

委 託 料 38,847 管路維持管理業務委託料等

手 数 料 19,201 水道メーター取替手数料

賃 借 料 826 借地料等

修 繕 費 170,023 給配水設備修繕費等

補 償 費 3,500 地下埋設物等移設補償費

水 道 メ ー タ ー 取 替 費 45,451 検定満期用水道メーター等

負 担 金 234 日本水道協会水道技術研修会負担金等

保 険 料 506 水道賠償責任保険料等

雑 費 96 重量税

61,825

給 料 3,900 職員給

職 員 手 当 等 3,260 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 722 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 1,312 共済費

旅 費 10 普通旅費

備 消 品 費 40 事務用消耗品等

修 繕 費 1,481 消火栓修繕費等

工 事 請 負 費 51,100 公共事業に伴う給配水管切廻し工事費

－ 451 －



4 総 係 費

5 減 価 償 却 費

6 資 産 減 耗 費

7 そ の 他 営 業 費 用

款 項 目

－ 452 －



（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

172,973

給 料 18,000 職員給

職 員 手 当 等 11,352 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 2,842 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 6,836 共済費等

旅 費 657 普通旅費

被 服 費 12 職員用被服

備 消 品 費 3,494 事務用備消耗品等

燃 料 費 1,200 車両用燃料

光 熱 水 費 138 ガス、下水道料金

印 刷 製 本 費 149 日計表印刷代等

通 信 運 搬 費 10,641 郵便料金、電話使用料等

広 告 費 517 藤枝の水広告掲出料

委 託 料 84,373 水道料金等検針収納業務委託料等

手 数 料 13,004 口座振替手数料等

賃 借 料 12,470 水道料金システムリース料等

修 繕 費 3,246 車両及び運搬具修繕費等

負 担 金 699 日本水道協会負担金等

保 険 料 218 市有物件災害共済保険料等

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3,000 債権回収不能見込額

雑 費 125 重量税等

677,029

有形固定資産減価償却費 677,029

31,371

固 定 資 産 除 却 費 31,271 既設配水管等除却費

た な 卸 資 産 減 耗 費 100

100

材 料 売 却 原 価 100 配水工事用材料売却原価

－ 453 －



2 営 業 外 費 用

1 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

2 雑 支 出

3 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

3 予 備 費

1 予 備 費

款 項 目

－ 454 －



（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

102,876

59,562

企 業 債 利 息 58,562 企業債借入金利息

借 入 金 利 息 1,000 一時借入金利息

3,314

そ の 他 雑 支 出 3,314 ボトル水売却原価等

40,000

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 40,000

5,000

5,000

予 備 費 5,000

－ 455 －



　収　　入

1 資 本 的 収 入

1 企 業 債

1 企 業 債

2 工 事 負 担 金

1 工 事 負 担 金

3 補 助 金

1 国 庫 県 費 補 助 金

款

資 本 的 収 入 及 び 支 出

目項

－ 456 －



（単位：千円）

予　定　額 説　       　　　　                     明

607,000

494,700

494,700

企 業 債 494,700 建設改良費の財源に充てるための企業債

52,643

52,643

工 事 負 担 金 52,643 公共下水道築造事業関連等

59,657

59,657

静岡県生活基盤施設耐震化等補助金　　35,400

地震・津波対策等減災交付金                24,257

節

県 費 補 助 金 59,657

－ 457 －



　支　　出

1 資 本 的 支 出

1 建 設 改 良 費

1 配 水 管 布 設 費

2 水 源 施 設 改 良 事 業 費

3 固 定 資 産 購 入 費

款 目項

－ 458 －



（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

1,647,000

1,154,038

657,874

給 料 17,000 職員給

職 員 手 当 等 10,921 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 3,202 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 6,466 共済費

備 消 品 費 208 事務用備消耗品等

賃 借 料 366 大判複写機リース料等

材 料 費 14,939 消火栓設置工事用資材等

工 事 請 負 費 604,772 配水管布設工事等

482,161

給 料 8,000 職員給

職 員 手 当 等 4,233 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 1,320 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 2,696 共済費

旅 費 300 普通旅費

備 消 品 費 100 事務用備消耗品等

委 託 料 23,925 殿配水池改築に伴う建築工事施工監理業務委託等

負 担 金 12,400 電気計装設備更新工事負担金

工 事 請 負 費 429,187 導水管布設替工事等

14,003

有 形 固 定 資 産 購 入 費 14,003 新設用水道メーター等

－ 459 －



2 企 業 債 償 還 金

1 企 業 債 償 還 金

3 予 備 費

1 予 備 費

項款 目

－ 460 －



（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

491,962

491,962

企 業 債 償 還 金 491,962 企業債元金償還金

1,000

1,000

予 備 費 1,000

－ 461 －


